
要保護世帯等の減免

※原則として、減免申請書の提出があった月の翌月から適用されます。

対象者 ・保護者の市民税所得割額の合算が７７,１０１円未満の世帯

・以下のいずれかの世帯に該当するもの

①配偶者のいない世帯で、現に児童を扶養している

②身体障害者手帳/療育手帳/精神障害者手帳の交付を受け

た者又は特別児童扶養手当、国民年金の障害者基礎年金

の受給者（在宅の者に限る）

③その他要保護世帯等に準ずる程度に困窮していると認め

られる世帯

・保育所、小規模保育事業所等を利用している児童に兄・姉（年齢

制限なし。ただし生計を一にしている者に限る。）がいる

減免後の保育料

第１子（兄・姉を含め）
第２子（兄・姉を含

め）

第３子（兄・姉を含

め）

第３階層 市民税所得割が非

課税（均等割のみ）

となる世帯

月額 ０円

月額 ０円 月額 ０円

第４階層 市民税所得割が４

８,６００円未満

の世帯

３号認定（満３歳未満）

月額９,０００円

第５階層 市民税所得割が５

７,７００円未満

の世帯

３号認定（満３歳未満）

月額９,０００円

第６階層 市民税所得割が７

７,１０１円未満

の世帯

３号認定（満３歳未満）

月額９,０００円


